
日本の将来に人口減少という大きな暗雲が広がっている。
政府は地方創生や一億総活躍に全力を注いでいるが、

予断を許さない状況である。
国立社会保障人口問題研究所によれば、人口減少は今

後加速し、2030 年代には 830 万人、40 年代には 920
万人と 10 年間で 1,000 万人近い人口激減の時代が訪れ
ると予想している。2016 年 9 月発表の国土交通省の調
査では、地方創生の取り組みにもかかわらず、過疎地の
8 割で人口減少が進み、消滅集落が過去 5 年で 190 か所

に上ったと報告
されている。ま
た東京圏への人
口流入は地方創
生事業の開始以
前よりもかえっ
て増加する結果
となっている。

進捗する人口減少は「静かな大津波」であり、人為的
な対応で効果のある出生数の増大を図ることはきわめて
難しいことが改めて明らかになりつつある。

拙著『自治体がひらく日本の移民政策』（明石書店）
では、自治体として従来の多文化共生を一歩進め、人口
減少対策として外国人を積極的に地域社会に迎え入れる
こと、またそのことが日本としての外国人受け入れにつ
いての本格的な議論の活発化につながるとしている。

本書は 4 章からなる。一章では地方創生による出生
率の改善には限界があり、人口減少によって今後、地域
社会の持続可能性が失われかねないと指摘する。

二章では多文化共生の歴史的な発展経緯をたどり、多
文化共生が外国人に対する支援から、彼らの潜在力を開

花させ、地域住民と Win-Win の関係を構築する動きへ
の転換や、地域の活性化につなげる「多文化パワー」の
可能性を検証している。

三章では北海道から四国、九州まで全国各地の地域レ
ベルで多文化共生の最前線に立つ 8 名が多文化共生の
新たな展開と可能性について具体的な事例を挙げて論じ
ている。

四章では、自治体が外国人を積極的に受け入れるため
の政策として「自治体移民政策」の提言を行っている。

移民・難民の受け入れについては慎重論が根強いが、
本書では定住を前提にした外国人受け入れの枠組み作り
が必要と主張する。現在、深刻な人手不足の中で外国人
の不法残留者は 6 万 3,000 人と増加し、技能実習生の
失踪は過去 3 年で 2.9 倍の 5,800 人と急増した。現状
のままでは非合法に日本に在住する
外国人がさらに増加し、将来の犯罪
増加も懸念される。
『自治体がひらく日本の移民政策』

は日経新聞、朝日新聞、読売新聞の
書評でも取り上げられ、幅広い読者
層に受け入れられている。多文化共
生の未来を考える一冊として参考に
していただきたい。
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10 年毎の人口減少
国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来
推計人口』（人口統計資料集（2016）より
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